
 

 

 

 

 

１．１．１．１．    まえがきまえがきまえがきまえがき 
情報通信技術の急速な普及に伴い、この技術を用

いた様々な社会システムの創出が企画・検討され、

一部ではすでに実用化されつつある。これらのシス

テムは、社会受容性、既存のシステムとの整合性等、

広い視野からの評価が必要となる。 

本件は、(財)自動車走行電子技術協会所管のもと、

99年12月～02年 3月まで実施された電気自動車の

共同利用システム「ITS/EV共同利用システム実証実

験」を題材として、関係者の協力のもと試行した、

社会システムプロジェクト評価について報告する。 

 

２．２．２．２．    国内国内国内国内社会社会社会社会システムプロジェクシステムプロジェクシステムプロジェクシステムプロジェクトトトト評価の現状評価の現状評価の現状評価の現状 
近年、新たに社会システムプロジェクトを企画・

立案する側にも、内部あるいは外部メンバによる成

果の評価、あるいは計画遂行過程における監査シス

テムを組み込んで計画案を作成することが重視され

るようになってきた。しかし、一般の社会システム

に関する評価あるいは計画遂行過程における監査手

法の開発は、従来欧米を中心に一部行われつつある

ものの、急速に進展する ITS（高度道路交通情報シ

ステム）技術においては、技術自体が現在のところ

研究・検討段階にあり、複雑な社会的要因や各国の

国情、交通インフラの差異を考慮した評価システム

の開発としては、未だ模索状態である。 

今回紹介する「ITS/EV 共同利用システム実証実

験」においては、並列組織ではあるが外部の有識者

を中心とする「評価法分科会」を設けて、実験を遂

行する組織とは独立した形で、評価のあり方を中心

に評価法を開発し、試行した。 

 

３．３．３．３．    社会受容性社会受容性社会受容性社会受容性評価のあり方評価のあり方評価のあり方評価のあり方 
社会システム開発は、多様な主体を持つ社会シス

テムとしての特徴と、高い不確実性を持つ研究開発

としての特徴を併せ持つ複雑な存在である。その点

に配慮すれば、評価システムの開発に際して、次の

３点に対して考慮すべきであると考えた。 

①社会システムに関するネットワーク効果やロック

イン効果などを考慮すると、開発（計画）段階に

おける判断が非常に重要である。 

②多様な関係者が存在することを考慮すれば、それ

ぞれの意見（潜在需要）をくみ取ることが重要で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研究開発に関する情報の非対称性を考慮すれば、

専門家（開発者）の見解を、その他の関係者に周

知理解させることが重要である。 

したがって、評価システム開発においては、誰が主

体となって評価するかという点（評価体制）が極め

て重要となる。 

 
４．４．４．４．    評価評価評価評価のフレームワークのフレームワークのフレームワークのフレームワークの提案の提案の提案の提案 
    評価体制の重要性から、初期段階で、関係者の網

羅と各々の潜在的な要望やメリットを明確化してお

く必要性があると考え、図１のような評価のフレー

ムワークを作成した。この図は、評価項目、評価手

順、評価手法および評価の主体（評価者）について

網羅的に必要な項目を抽出したものである。次に、

抽出した評価項目をもとに、評価の中心となる９つ

のキーワードを決め、これに即して抽出項目を分類

した。各欄に示されるキーワードは、より右の欄に

位置するほど、またより上の欄に位置するほど、上

位概念もしくはより広範囲の意味合いをもつように

選んだ。加えて、サブキーワードとして、「社会」「経

済」「技術」の３つの側面で切り分けを行っている。  

またこの評価フレームの適用（実際の評価作業）

に際しては、研究・開発プログラムやプロジェクト

をどの視点から、またどの範囲において評価するか

によって、部分的にも、特定のキーワードだけに注

目しても利用できるように作成してある。 

 

５．５．５．５．    評価評価評価評価用用用用チェックリストによる評価の試行チェックリストによる評価の試行チェックリストによる評価の試行チェックリストによる評価の試行 
実際に評価を行う際、評価項目毎に点数化して、

総合得点をつけるような形も検討したが、網羅的か

つ多面的な評価を行うことを念頭に進めてきた経緯

から、多岐にわたる評価項目が数多くある為、定量

的ではなく定性的評価に重点を置いた評価法を採用

した。逆に、網羅的に検討すべき項目を抽出したこ

とを活かし、全ての項目に対する配慮がなされてい

るかどうかを、プロジェクト従事者が自ら確認する

ことを目的とした評価用チェックリスト（図２）を

作成した。このチェックリストは、図１で作成した

フレームワークを実際のプロジェクトに即してブレ

ークダウンしたものである。この結果を分析するこ

とで、プロジェクトの企画・運営段階において、「関

係者の網羅」と「各々の得失の把握」に漏れがなか

ったかを確認することが出来る。 
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６．６．６．６．    まとめまとめまとめまとめ 
本報告では、政府や政府関連機関が直接実施ある

いは助成の対象とする社会システム開発プロジェク

ト一般に視点を置いて検討を進めており、提案した

評価システム、評価項目等は広く利用可能なものに

仕上がったと自負している。加えて、「ITS/EV 共同

利用システム実証実験」という実際のプロジェクト

評価の場を得て、チェックリストによる自己採点形

式の評価を試行することにより、提案した評価のフ

レームワークの発展性、さらに実プロジェクトに即

した評価チェックリストの試案の有効性を確認した。 

 
７．７．７．７．    あとがき（ＥＶあとがき（ＥＶあとがき（ＥＶあとがき（ＥＶ共同利用システム共同利用システム共同利用システム共同利用システムの今後）の今後）の今後）の今後） 
    近年、今回題材とした「ITS/EV 共同利用システム

実証実験」（横浜・稲城）をはじめ、大阪におけるＥ

Ｖによる配達用車両の共同利用、京都における観光

用ＥＶ共同利用等、EV の環境負荷が低く、シティ

コミュータに適した性能を活かした実験が、国内各

地で盛んに行われている。これらは、「所有」から「利

用」へという、クルマの利用形態の変化、新しいラ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
イフ・スタイルへの転換を試みた、社会システム実

験という側面を合わせ持っている。 
昨今のこのような事情を鑑みて、本報告に取り上

げた社会受容性に対する精細な検討は、非常に重要

なポイントになると考えられる。また、横浜地区の

共同利用は、今春より実験から事業化へと歩みを進

め、さらに福岡地区へとサテライト展開するように

聞いている。今後は、本評価法のさらなる精度向上

を含めて、より社会受容性の高いシステムの導入を

検討してゆきたいと考えている。 
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図図図図 1111....    評価の評価の評価の評価のフレームワークフレームワークフレームワークフレームワーク    

(A)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの規模 Conduct Structures Performance

①ポリシー ④システム整合性 ⑦持続的成長
　1. [社会]社会への影響（環境保善） 　1. [社会]政策との整合性 　1. [社会]ライフスタイルの変革

Program system 　2. [社会・経済]既存システムとの代替・補完（ニッチ） 　2. [社会]柔軟性（環境変化への対応力） 　2. [経済]利用者の便益の増大（代替効果を考慮） Nation-wide
　3. [経済]経済的相乗効果（ネットワーク効果）   3. [経済]市場開発 　3. [経済]生産者の利益の増大
　4. [技術]新技術の普及／利用 　4. [技術]イノベーションプロセスとの整合性 　4. [経済]第三者への影響（外部経済性）

　5．[技術]技術のシステム化 　5．[技術]さらなる技術革新
 　

②ストラテジー ⑤誘発・拡散プロセス ⑧競争力
　1. [社会]ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（ﾈｯﾄﾜｰｸ） 　1. [社会]外部との連携（支持者の形成等） 　1. [社会・経済]システム便益

Programs 　2. [経済]資源配分/投入   2．[経済]需要創造 　　　　　（環境、エネルギー、安全、利便・快適、コスト等） Industry
　3. [技術]目標設定 　3. [技術]技術拡散（普及）（周辺技術への影響） 　2. [技術]発展性・持続性
  4．[技術]評価システム 　

③タクティクス ⑥ポテンシャル ⑨生産性・効率性
　1. [社会]ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理と運営（組織管理） 　1. [社会]既存社会との適合と柔軟性 　1. [社会]社会的責任（製造者責任）

Projects 　2. [経済]市場解析 　2. [経済]持続可能性と応用範囲の検討 　2. [経済]ｺｽﾄ･ﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ / ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ firm
　3. [技術]既存技術の組合せ，技術のブレークスルー 　3. [技術]研究開発（要素技術等）の能力 　3. [技術]効率性と品質のバランス

Micro Meso Macro (C)集合体の規模(D) 経済的視野

(B)産業化のレベル

yes no yes no yes no
1 交通基盤整備・政策 1 公共資本投資 1 ＣＯ２ の削減

国 2 環境保全 2 モーダルシフト 2 持続的成長
家     →啓蒙・広報効果（先進事例として） 3 環境意識の普及 3 イノベーションへの貢献
レ 3 エネルギーの効率的利用 4 省エネルギー化 4 技術のインキュベーション
べ 4 地方分権の促進 5 低公害車の普及（補助金の交付） 5 新規産業の創出（雇用の創出）
ル 5 ＩＴの普及     →ショールーム効果

6 少子化・高齢化対策 6 ＩＴの活用（インターネット・ＧＰＳ）

yes no yes no yes no
1 トータルな自治体運営コストの削減 1 環境型パーソナル・モビリティ 1 移動・輸送の効率化（スピード化・低コスト化）

自 2 交通手段の多様化・効率化（低コスト）     →新しい交通手段の提供の為に税金・補助金を投入 2 地域環境の向上（排ガス・騒音）
治   →既存交通との整合・補填を低コストで実現 2 駐車スペースの縮小（コンパクトカーの利用）           3 交通量の減少（渋滞の緩和・流れの円滑化）
体 3 地域環境政策 3 カーシェアリングの促進   →交通量の分散（時間的平準化）＝ＴＤＭ  
 ・   →地域イメージ（環境イメージ）の向上     4 公共優先駐車場の提供 4 資産価値の向上                                        
地 4 土地の有効利用                                   5 利用者，非利用者への説得（賛同を得る）      →税収増・人口増
域 5 Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ poor（低所得者）対策 5 地域コミュニティの創出                            
レ 6 政府施策との整合 6 生きがいの創出
べ 7 独自性をもつ自治体運営（環境重視）     →ボランティアを通じた生き甲斐創出
ル 8 地域の地形や環境、土地柄への適応    →地域の活性化

　→マッチングの確認 7 地域経済の活性化（法人増）
   →事業機会の増大（人口増による）

yes no yes no yes no
（事業者サイド） 1 非均一利用料金システム（繁忙時間帯・通常時間帯） （事業者サイド）  効率性

プ 1 プロジェクトの採算性の確保                      2 IT利用  →メンテナンスの容易化 1 車両利用度の向上                                    
ロ 2 利用者の満足度を高める（ニーズ志向）           →アウトソーシングの活用 2 管理コストの低下                                      
ジ 3 自治体の満足度を高める 3 事業者のボランティア利用 3    →固定費・ランニングコストの削減   
ェ 4 事業者への協力依頼・理解
ク 5 大規模化（規模の経済性）                                     （中間的立場） ボランティアの積極的参加
ト     →利用者・エリア・車両・パターンの拡大
レ 6 利用者の均質化・制限 （利用者サイド） 利便性⇒ニーズ志向
べ    →トラブル処理コストの削減                               4 交通費の削減（含む省エネ）
ル    →駐車場コストの削減

   →自動車関連費用の削減（含む税金）
   →生活コスト配分の変化
（事業コスト，経費の削減→シティカーの場合）

5 ユーティリティの向上
   →利用したいときに使える（ファーストカー）
   →準door to door

6 Willing to pay (環境面の貢献)
    →環境プレステージ

自治体レベル（目標） 自治体レベル（実現手段） 地域の振興（予想される効果）

プロジェクトレベル（目標） プロジェクトレベル（実現手段） 予想されるプロジェクトの効果

政策・戦略 手法・手段 結果
国レべル（目標） 国レベル（実現手段） 国レベルの予想される効果

図図図図２２２２.    評価評価評価評価用チェックリストの適用例用チェックリストの適用例用チェックリストの適用例用チェックリストの適用例 

【図２の補足説明】 

このリストに示され

る「YES/NO」の回答は、

該当する項目に対して

配慮もしくは念頭にお

いた実施計画を立案し、

プロジェクトを実行し

たか否かを問うている。 

また、各項目に対し

て、YESの場合には「実

際にはどのような配慮

をしたか」、NOの場合に

は「なぜその項目に対し

て考慮していなかった

のか」を各々コメントし

てもらい分析を行った。 
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